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障害者権利委員会
第31回会期　2024年8月12日～9月6日

第35条に基づいて条約締約国が提出した報告書の審議
	朝鮮民主主義人民共和国の初回報告に関する事前質問事項への回答* ** 
[footnoteRef:1][受領日：2023年12月13日] [1: *	 本文書は正式な編集を経ずに発行されている。
**	 本文書の附属書は委員会のウェブページから入手可能である。] 

I. 目的及び一般的義務（第1～4条）
[bookmark: _Hlk161070137][bookmark: _Hlk161235365]事前質問事項(CRPD/C/PRK/Q/1)の1(a)に対する回答 
（訳注　事前質問事項1(a)は、障害のある人をおとしめる用語の使用を廃止するための措置について）
1. 朝鮮民主主義人民共和国（以下北朝鮮）は、障害のある人の尊厳と人格を尊重する姿勢を一般市民に浸透させており、軽蔑的な表現で障害のある人を貶める行為は法律で禁止されている。北朝鮮障害者権利保護促進法（Law on Protection and Promotion of the Rights of the Persons with Disabilities（LPPRPD）: DPRK　以下「障害者権利保護促進法」）第5条は、国家が障害のある人に対するあらゆる形態の差別及び暴力を厳しく禁止し、障害に基づくいかなる侵害からもその尊厳と人格を保護することを規定している。また、第56条は出版機関及び関連機関が刊行物や映像を出版・公開する際に、障害のある人に関する粗野で非標準的な表現を使用してはならないことを規定している。

2. さらに、2020年以降、全国の「盲学校（schools for the blind）｣､｢ろう唖学校（schools for the deaf and dumb）」の名称は、それぞれ「視覚障害者学校（schools for visually impaired persons）｣､｢聴覚障害者学校（schools for persons with hearing impairment）」に変更されている。

事前質問事項の1(b)に対する回答
（訳注　事前質問事項1(b)は、法令を条約規定に調和させる取り組みの進捗状況について）
3. 現実の変化に伴う要求に応え、北朝鮮最高人民会議は、障害のある人の社会的・個人的生活のあらゆる分野における権利を、全国的に総合的かつ統一的に全面保障することを目的として、第22号法令により「障害者権利保護促進法（LPPRPD）」を採択した。新たに採択された同法は、従来の障害者保護法を置き換え、障害のある人の権利をより明確に規定するとともに、その実施のための詳細な措置を示している。
4. また、国内の分野別の法律の規定を条約の規定と調和させるための、関連立法措置がとられている。 
5. 例えば、障害のある人の権利の促進及び保護に関する新たな規定が、以下のような既存の法律に追加された。児童権利保護促進法（Law on the Protection and Promotion of Children’s Rights）（2020年7月7日改正）、赤十字法（Law on Red Cross Committee）（2021年7月29日改正）、育児・児童育成法（Law on Nursing and Upbringing of Children）（2021年12月14日改正）、災害予防・救助・復旧法（Law on the Prevention of Disasters, Rescue and Restoration）（2022年8月19日改正）など。

事前質問事項の1(c)に対する回答
（訳注　事前質問事項1(c)は、障害のある人の権利の実現に向けた現行政策及び国家戦略について）
6.北朝鮮では、農村部や遠隔地域に住む障害のある女性や子どもを含む障害のある人の権利実現のための段階的政策と国家戦略が、教育戦略、公衆衛生戦略、労働戦略などの総合的な国家戦略および部門別戦略によって実施されている。
7. 例えば、教育戦略と公衆衛生戦略には、障害のある人の権利保護・促進に関する国家戦略に基づき、障害のある人の権利促進のための詳細な目標と指標が盛り込まれている。
8. 戦略の詳細については、第1－4条の(g)及び第6条の(b)に対する回答を参照。 

事前質問事項の1(d)に対する回答
（訳注　事前質問事項1(d)は、障害のある人とその代表組織が、条約実施に完全かつ実効的に参加することを確保する仕組みについて）
9. 北朝鮮において、障害のある人とその代表組織が完全かつ実効的に（effectively）に参加することを保証する代表機関としては、中央及び地方レベルの障害者保護委員会（the committees for the protection of persons with disabilities）、各レベルの人民会議、朝鮮障害者保護連盟（KFPD: the Korean Federation for the Protection of the Disabled　以下、保護連盟）中央委員会及び地方各道にあるその支部事務所などが挙げられる。
10. 上記組織の詳細な組織構造及び活動については、第33条(a)、(b)に対する回答を参照。
 
事前質問事項の1(e)に対する回答
（訳注　事前質問事項1(e)は、条約の選択議定書の批准計画について）
11. 北朝鮮による条約の選択議定書の批准は現在検討中である。

事前質問事項の1(f)に対する回答
（訳注　事前質問事項1(f)は、特別報告者の2017年の訪問及びその後の勧告以降、障害のある人の状況改善のために講じられた措置ついて）
12. 2017年に障害のある人の権利に関する特別報告者が公式訪問して以来、北朝鮮では、障害のある人の権利の促進と保護において目覚ましい進展が見られた。
13. 特別報告者の勧告に基づく措置については、付属資料を参照。

事前質問事項の1(g)に対する回答
（訳注　事前質問事項1(g)は、障害のある人の保護のための国家戦略行動計画、予算配分について）
14. 北朝鮮の障害のある人の保護は、国家による統一的な指導と開発計画により、全国規模で総合的に実施されている。 
15. 障害のある人の権利保護を国家のあらゆる政策・計画に組み込むという障害者権利条約（CRPD）の精神に沿って、北朝鮮は、国家および社会生活のあらゆる分野において、障害のある人の権利保護に関する取り組みを統一的に発展させることを目的とした戦略を策定し、実施している。
16. この戦略は、リハビリテーション、教育、雇用、文化、支援機器、バリアフリー環境、障害者団体、モニタリング・評価の9つの主題分野で構成されている。
17. この戦略は、内閣の監督のもと、各会議、省庁、中央機関、保護連盟（KFPD）が共同で策定した。
18. この戦略の実施の主な責任機関は、中央・道・市・郡レベルの障害者保護委員会、教育省（Ministry of Education）、保健省（Ministry of Public Health）、労働省（Ministry of Labor）、その他の委員会・省庁・中央機関、道・市・郡レベルの人民会議である。
19. 相談や技術支援の機関は、保護連盟中央委員会とその支部組織である朝鮮障害者リハビリテーション協会、朝鮮女性障害者協会、朝鮮ろう者協会、朝鮮盲人協会である。

II. 具体的な権利（第5条～第30条）
平等及び無差別（第5条） 
事前質問事項の2(a)に対する回答
（訳注　事前質問事項2(a)は、各種法令で、障害に基づくあらゆる形態の差別を禁止する措置について）
20. 北朝鮮は、社会主義憲法が要求する通り、国家及び社会生活のあらゆる分野での全市民の平等な権利を保障する必要性を反映し、新たに障害者権利保護促進法（LPPRPD）を採択した。
21.  障害者権利保護促進法第3条は、障害のある人の権利保障が国家の一貫した政策であり、社会主義制度の本質的要求であることを規定している。国家は、障害のある人が政治、経済、文化など社会生活のあらゆる分野において、可能な限り最大限に権利を行使できるよう保障しなければならない。第4条は、障害の程度や種類、ジェンダー、地位、功績、親や後見人の有無にかかわらず、障害のある人が他者と平等な立場で社会生活に参加することを国が保障するしなければならないと規定している。特に第5条では、国は障害のある人に対するあらゆる差別や虐待を禁止し、障害を理由にその尊厳や人格が侵害されないことを保障しなければならないと定めている。 
22. さらに、刑事訴訟法、民事訴訟法、子どもの権利保護促進法、社会主義労働法（Socialist Labor Law）、公衆衛生法は、障害のある子どもや成人に対する特別な配慮、労働及び生活条件の整備（provide）、便宜の供与に関する条項を詳細に規定している。障害を理由とする、障害のある人に対する差別に関連した条項は存在しない。

事前質問事項の2(b)に対する回答
（訳注　事前質問事項2(b)は、合理的配慮の拒否を、障害に基づく差別の一形態として認識する措置について）
23.  障害者権利保護促進法には、障害のある人々に安全で便利な労働条件と環境の提供（第33条）、文化・福祉サービス施設への自由なアクセス（第48条）、公共サービス、交通、通信機関における障害のある人々への優先的サービス（第61条）に関する条項が含まれている。
24. したがって、関連する規制・監督機関（検察庁、治安機関など）は、機関、企業、組織による法律の施行状況や違反行為を調査・検討し、違反があった場合には行政責任および刑事責任を課す。 
25. さらに、北朝鮮では、適切な便宜サービスの提供が拒否された場合、障害のある人から苦情処理機関や障害者関連団体に提出された苦情や請願を検討・審議するための、よく組織された国家制度が整備されている。 

障害のある女性（第6条） 
[bookmark: _Hlk161070249]事前質問事項の3(a)に対する回答
（訳注　事前質問事項3(a)は、障害のある女性及び少女とその代表組織が、関連するプログラムの策定・実施に参加することを保証する措置について）
26.  北朝鮮では、障害のある女性を含めてすべての女性が男性と平等な権利を行使しており、障害のある女性の普遍的権利を差別的に制限する法的・制度的要因は存在しない。したがって、障害のある女性はすべて、地方レベルから最高レベルに至る全国各級の人民会議選挙で、農村や遠隔地域を含め、国家と社会の主人公として選挙権と被選挙権を行使している。また、朝鮮労働組合総連盟（General Federation of Trade Unions of Korea）や朝鮮社会主義女性同盟（Socialist Women’s Union of Korea）などの政治・公共組織、朝鮮障害女性協会（KAWD : Korean Association of Women with Disabilities）などの障害者団体にも積極的に参加し、障害のある女性を含むすべての女性の権利促進活動に積極的に取り組んでいる。
27. 例えば、2011年に咸鏡南道、江原道、平安北道、平安南道の4道で保護連盟の傘下組織として試行的に組織された障害女性協会は、2019年以降、中央レベルの組織である平壌の朝鮮障害女性協会（KAWD）として再編され、全国に支部を展開している。朝鮮障害女性協会の各道支部は、障害のある女性を計画立案と実施に組み入れるため、障害のある女性を探してそのニーズや要求のデータを収集しようと、会員にすべての郡や村を訪問させている。

事前質問事項の3(b)に対する回答
（訳注　事前質問事項3(b)は、政策、計画、戦略、予算が、障害のある女性と少女を含むことを確実にする措置について）
28. 国家経済発展計画や部門別戦略をはじめとして、北朝鮮のあらゆる政策、計画、戦略は、障害のある女性や少女を含む、すべての国民の権利と利益の促進と整合性を保っている。
29. 例えば、障害者保護・促進戦略（Strategy for the Protection and Promotion of Persons with Disabilities）（2019-2020年）には、労働年齢の障害のある女性に対して、その能力や身体状況に応じた適切な職業と労働条件を提供することが重要な内容として盛り込まれている。さらに、各レベルの女性障害者団体は、能力構築と障害のある女性の実態・ニーズの調査、そしてその要求の充足に重点を置いており、この分野における障害のある女性へのあらゆる取り組みが、彼女たちのニーズと要求に基づいて行われ、真の利益をもたらすことを保証している。

事前質問事項の3(c)に対する回答
（訳注　事前質問事項3(c)は、障害のある若い女性に、障害のある退役軍人と結婚するよう圧力をかけ、それを国への貢献の一部とする慣行について）
30. 家族法第8条は、市民は自由な結婚をする資格を有すると規定している。女性権利保護促進法（Law on the Protection and Promotion of Women’s Rights）第45条は、女性は自由な結婚の権利を有すると規定している。自由な結婚の権利を侵害したり、その権利行使に干渉したりする行為は一切行なってはならない。これらの法律によれば、障害のある人を含めて、女性に対する強制結婚行為は犯罪とみなされ、それに関わった者は刑法に基づき責任を問われる。北朝鮮では、結婚は関係者の自由意志に基づいてのみ取り決められ、外部からの強制や圧力によるものではない。

事前質問事項の3(d)に対する回答
（訳注　事前質問事項3(d)は、障害のある女性、少女とその代表組織の、障害者保護中央委員会への参加と関与について）
31.  保護連盟中央委員会には、朝鮮盲人協会、朝鮮ろう者協会、朝鮮女性障害者協会（KAWD）、朝鮮障害者リハビリテーション協会などの各部門別協会と、全レベルの地域支部委員会がある。これらの協会の障害のある女性職員は約40%を占める。朝鮮女性障害者協会は中央と地方レベルに支部を持ち、保護連盟と緊密に連携する措置を講じている。

障害のある子ども（第7条）
[bookmark: _Hlk161070300]事前質問事項の4(a)に対する回答
（訳注　事前質問事項4(a)は、家庭内、養護施設や家族外の擁護での隔離からの障害のある子どもの保護。子どもや養育者へのサービスと支援の提供について）
32. 北朝鮮は、障害のある子どもが家庭で孤立したり、同様の状況に陥ることを防ぐため、児童養護施設、各レベルの学校、家庭間の緊密な連携を確保するためにあらゆる努力を行なっている。 
33. 例えば、朝鮮障害児リハビリテーションセンター（KRCCD: Korean Rehabilitation Centre for Children with Disabilities）は、平壌に障害児早期登録制度を設け、登録を行い、必要な技術的助言を提供している。同センターは、毎週のケアサービスだけでなく、毎日のリハビリテーションサービスも提供しており、障害のある子どもが保護者や介護者とともに教育やリハビリテーションサービスの恩恵を受けられるようにしている。同センターはまた、子どもの毎日のスケジュールに統合レクリエーションを特別に組み込み、毎年国際子どもの日に際して、インクルーシブな芸術公演やレクリエーション活動を行なっている。
34. 障害に関する知識や、家庭で容易に実施できる基礎的なリハビリテーション・教育に関する情報を、障害のある子どもの保護者や介護者に普及させるためのワークショップも、定期的に開催されている。保育所や幼稚園の介護者・教師が、障害を早期に発見し適切な方法を採用するスキルを向上できるよう、障害評価に関するガイドラインやマニュアルも定期的に作成・配布されている。

事前質問事項の4(b)に対する回答
（訳注　事前質問事項4(b)は、障害のある子どもが、自身に影響を及ぼす事項に参加し、意見を表明できるようにするための制度について）
35. 北朝鮮では、知的障害や精神（psychosocial）障害を含めて障害のある子どもも障害のない子どもも、さまざまなミーティングやコンテストへの参加、出版物を通じて、積極的に参加し、意見を表明している。
36. 児童権利保護促進法第16条は、子どもが児童連合（Children’s Union）その他の児童組織に加入し、口頭、文書、出版物、芸術作品を通じて自由に意見を表明する権利を有すると規定している。同法に基づき、学齢期の障害のある子ども全員が、障害のない子どもと同様に、児童連合の支部会議や総会など、さまざまな会議に積極的に参加し、意見を表明している。学校の教師も、障害のある子どもが幼少期から自信を持って社会活動に積極的に参加できるよう指導するとともに、さまざまな学校集会や討論に自発的かつ積極的に参加するための条件や環境を整えるよう細心の配慮をしている。
37. 障害のある子どもも、「4月15日万景台賞（April 15 Mangyongdae Prize）」創作コンテスト、全国学齢児芸術祭、学齢児美術コンクールなどの全国大会で、その能力や才能を発揮している。
（訳注　4月15日万景台賞は、金日成主席の誕生日を記念して設けられた、全国規模の芸術・創作コンクールの賞）
38. 障害のある子どもは、14歳から16歳までの子ども向け新聞「セナルシンムン（Saenalsinmun　訳注　新しい朝新聞）」や7歳から13歳までの子ども向け新聞「ソニョンシンムン（Sonyonsinmun　訳注　少年新聞）」、月刊誌「セセデ（Saesedae　訳注　新世代）」や「ハクサングファク（Haksaenggwahak　訳注　学生科学）」などの定期刊行物を通じて、学校生活での経験や感想、文学作品など、自由に意見を公表することができる。

意識の向上（第8条）
[bookmark: _Hlk161070386]事前質問事項の5(a)に対する回答
（訳注　事前質問事項5(a)は、障害のある人、保護者、関連専門職、政府職員の、障害のある人の権利と尊厳に関する認識を高める措置について）
39.  北朝鮮では、主要な祝賀集会、マスメディアによる宣伝、さまざまな主題のワークショップや会議の開催を通じて、障害のある人、関連専門職グループ、あらゆるレベルの政府職員に対して、すべての障害のある人の権利と尊厳に関する意識向上活動が行われている。
40. 例えば、毎年6月18日は全国障害者デーとして意義深く迎えられている。北朝鮮は、障害者デーを社会における障害のある人への理解と態度向上の転機とすることを目指し、全国的な芸術公演、合同祝賀会、写真展、成果展示会などを開催している。地域レベルでも、現地の実情に応じたさまざまな芸術・レクリエーション活動が実施されるほか、障害のある人の家族を訪問して激励や物質的支援などをする支援活動も行われている。上記のような行事・活動は、12月3日の国際障害者デーにも実施され、主要新聞、ラジオ放送、テレビなどのマスメディアを通じて広く周知されている。
41. 北朝鮮では、リハビリテーション、教育、労働、バリアフリー環境などさまざまな主題に関するワークショップや研修を組織するために大きな努力がなされている。その目的は、関連する専門職グループや各レベルの政府職員の間で障害に関する認識を高め、専門性を向上させることにある。
42. 例えば、保護連盟は、建築設計および施工分野の専門職を対象に、建築のユニバーサルデザインを導入するための技術研修を開催し、参加者がユニバーサルデザインの世界的な潮流と、すべての人々のための建築設計の開発方向性を理解できるようにした。

事前質問事項の 5(b)に対する回答 
（訳注　事前質問事項5(b)は、障害のある人の肯定的なイメージをメディアが発信するよう促す取り組みについて）
43.  北朝鮮は、障害のある人の才能、功績、潜在能力に関する情報普及に十分な注意を払っている。障害者権利保護促進法第47条は、マスメディアや管轄機関が、テレビ番組、ラジオ放送、文学・芸術作品の制作・公開を通じて、障害のある人の芸術公演やスポーツ大会などの文化イベント、また、障害のある人の愛国的な功績を広く宣伝することを規定している。
44. したがって、中央テレビ局、ラジオ、新聞、雑誌を通じて、障害のある芸術家やスポーツ選手を含めてさまざまな障害のある人、および彼らの社会への貢献や高潔な徳を定期的に紹介するテレビ番組、ラジオ番組、ニュース記事が編集されている。さらに、障害のある人の労働や文化的生活、障害に関する情報など、さまざまな主題の番組が、全国障害者デーや国際障害者デーを機に報道されており、これは社会の障害のある人への理解を深める上で非常に重要である。

事前質問事項の5(c)に対する回答
（訳注　事前質問事項5(c)は、地方及び遠隔地域で、精神障害や知的障害、その他の障害に関する認識を高める取り組みについて）
45. 北朝鮮では、知的障害、精神障害、脳性麻痺、自閉症、ダウン症、二分脊椎、低身長症などのさまざまな障害のある人に対する社会的認識を高めるための、適切な措置が取られている。 
46.  特に、障害のある人の才能、功績、能力の発信の際には、障害の種類に基づく差別はなく、テレビ、ラジオ、出版物、全国的なイベント、祝賀会などを通じて、障害のある人の貢献を紹介している。
47. 全国障害者デー、国際障害者デー、6月1日の国際児童デー、3月8日の国際女性デーには、障害のある人のニーズに対応する（cater）国民の積極的な姿勢が全国的に紹介される。
48. 特に、学校教育では、障害のある人に親切に接し、その人格と尊厳を尊重するよう子どもに教えるため、多様な方法が採用されている。

アクセシビリティ（第9条）
事前質問事項の6(a)項に対する回答
（訳注　事前質問事項6(a)は、地方、遠隔地域でのアクセシビリティの改善と、物理的環境、交通、情報通信技術などのアクセシビリティ基準を遵守する省庁間プログラムについて）
49. 中央および地方レベルで、さまざまな障害のある人が、自立して社会生活に十分に参加できるよう、北朝鮮は、良好な物理的環境、交通手段、情報通信手段、人々が便利に使える施設やサービスに、自由にアクセスできるようにする措置を講じている。
50. これらの措置には、次のようなものがある：
・職場や作業場で、障害のある人の身体的特性や利便性を考慮した、安全で快適な労働条件、環境、設備の提供を義務とする。
・劇場、映画館、体育館、レストランなどの文化・公共サービス施設へのアクセスを確保する。
・公共飲食サービス、生活便宜サービス、交通機で、障害者専用席や専用通路を設けて、障害のある人向けのサービスを優先的に提供する。
・情報産業指導機関（information industry guidance institution）で各種ITツール・アプリケーションを開発し、障害のある人の、固定・移動通信ネットワークからの情報通信技術システムへのアクセスを支援する。
（訳注　情報産業指導機関とは、IT・通信分野を統括し、技術開発や標準化を指導する、北朝鮮の電子工業省、情報産業省ほか、国家機関の総称。）

事前質問事項の6(b)に対する回答
（訳注　事前質問事項6(b)は、公共調達法と政策でのアクセシビリティとユニバーサルデザイン要件の確保について）
51. 北朝鮮は、障害のある人のあらゆる施設、サービス、技術へのアクセスを向上させ、あらゆる製品を快適かつ便利に使用できるよう法的措置を講じている。 
52. 例えば、建築物や施設のバリアフリー環境の提供に関しては、障害者権利保護促進法（LPPRPD）第60条で、北朝鮮の建設管理、設計、都市管理、建築運営、土地・環境保護、社会保障の各機関、及び関連機関、企業、組織は、住宅、公共建築物、構造物、道路、レクリエーション施設、観光リゾートの設計、建設、改造に際し、さまざまな障害のある人が快適にアクセスできることを保証しなければならないと規定している。
53. アクセシビリティとユニバーサルデザインの要件に関しては、公共サービス法、住宅法、建設・設計法、都市・町計画法、都市・町管理法などのさまざまな法律が、障害のある人向けのアクセシビリティとユニバーサルデザインを採用した製品・サービスを細部まで取り入れている。

事前質問事項の6(c)に対する回答
（訳注　事前質問事項6(c)は、アクセシビリティに関する法的義務を達成するための長期的工程表について）
54. 障害のある人に便利で快適な生活環境を提供するため、北朝鮮は、アクセシビリティとバリアフリー環境を「障害のある人の保護に関する北朝鮮戦略（Strategy on the work for the protection of persons with disabilities, DPRK）」の重要な構成要素として位置付けている。
55.この戦略の目標を実施するため、都市管理省、建設管理省、情報産業省、軽工業省、人民公局、その他の障害関連省庁や中央機関は、アクセシビリティとバリアフリー環境を確保するための実践的な課題を中長期開発計画に盛り込み、現在実施中である。

生命に対する権利（第10条）
事前質問事項の7に対する回答
（訳注　事前質問事項7は、障害を持って生まれた子どもに対する嬰児殺しの根絶、その発達のための安全でアクセシブルなケアと法的保護について）
56. 殺人は北朝鮮において最も重大な犯罪とみなされ、特に障害のある子どもを含めて嬰児殺害は許されざる犯罪となる。刑法第305条では、故意に殺人を行なった者は5年以上10年以下の労働による矯正に処せられると規定されている。卑劣な動機による殺人の場合、10年以上の労働による懲戒に処せられる。重大な犯罪の場合、無期労働による矯正または死刑に処せられる。 
57. 障害のある子どもの精神的・身体的な自由な発達を規定する法律として、児童権利保護促進法第30条は、障害のある子どもが教育と医療を受ける権利を他者と平等に有すると規定し、障害者権利保護促進法第50条は障害のある子どもが出生後、他者と平等に北朝鮮の法的保護の下で生活する権利を有すると規定している。

危険な状況および人道的緊急事態（第11条）
事前質問事項の8(a)に対する回答
（訳注　事前質問事項8(a)は、あらゆる健康上の緊急事態、気候変動の文脈での、持続可能な人道的緊急事態枠組みの確立。COVID-19予防プログラム、ワクチンの利用の情報。仙台防災枠組及びパリ協定の実施について）
58. 北朝鮮は、2019-2030年北朝鮮災害リスク軽減戦略（DPRK Strategy on Disaster Risk Reduction 2019-2030）に、健康や気候変動に関連する人道的危機発生時に障害のある人の即時的・長期的ニーズに対応する課題を盛り込み、これを実施している。この戦略は、2019年3月に北朝鮮緊急災害委員会によって策定され、保護連盟、朝鮮盲人協会、朝鮮ろう者協会、中央および地方レベルの障害者関連団体に通知された。戦略が更新されるたびに、障害者団体（DPOs）を通じて障害のある人に通知するための適切な措置が取られている。 
59. 本戦略には、自然災害やCOVID-19パンデミックなどの緊急事態発生時に、救助、復旧、復興において障害のある人を優先的に支援するための措置が詳細に盛り込まれている。

事前質問事項の8(b)項に対する回答
（訳注　事前質問事項8(b)は、COVID-19予防プログラムの範囲、ワクチンの利用に関するアクセシブルな情報提供について）
60. 2020年初頭のCOVID19発生時と初期流行段階で、北朝鮮は、このパンデミックの壊滅的な危険性を認識し、先制的かつ積極的な対策を実施した。 
61. COVID-19 の予防と治療、患者管理に関する一般的な知識は、テレビやその他のマスメディアを通じて、また特に、保護連盟、朝鮮ろう者協会、朝鮮盲人協会の共同の努力により、多様な方法で普及され、感覚障害のある人々のための視覚的な配布資料、手話付きビデオ、音声プログラムが制作・配布され、パンデミックの科学的予防と管理に貢献した。
62.  北朝鮮は、住民に対するワクチン接種を洞（Dong）・人民班（People’s Unit）レベルで実施するにあたり、保護連盟と緊密に連携しながら、地方、特に遠隔地域において、障害のある人であってもワクチン接種から排除しないよう適切な措置を講じている。
（訳注　洞（Dong）は、都市部における最小の行政単位。人民班（People’s Unit）は北朝鮮の正式な行政区画名ではなく、住民統制のための最小社会組織（地域組織）あるいは党・国家の末端組織。アパートの同じ棟や、同じ区画の20〜40世帯前後を一つの単位として構成される。）

事前質問事項の8(c)に対する回答
（訳注　事前質問事項8(c)は、2015-2030年仙台防災枠組及びパリ協定を実施する措置について）
63. 北朝鮮では、仙台防災枠組及び気候変動に関するパリ協定は、北朝鮮緊急災害委員会、国土環境保護省、都市経営省、およびすべてのレベルの国の権力機関により、国家森林建設戦略（2015-2044）、国家環境保護戦略（2019-2030）、国家災害リスク軽減戦略（2019-2030）に基づいて実施されている。
64.  保護連盟とその他の障害者関連組織とのインクルーシブな協議の下で策定されたこれらの戦略は、緊急危機時における一次支援の提供を含め、障害のある人の要求と利益を十分に反映している。

法律の前にひとしく認められる権利（第12条）
[bookmark: _Hlk161070718]事前質問事項の9(a)に対する回答
（訳注　事前質問事項9(a)は、すべての障害のある人が、法的能力を享有することの保証について）
65.  北朝鮮では、障害の有無にかかわらずすべての国民が法律の前に平等であると認められており、平等な立場で法律による保護を受ける権利が法的に保証されている。これは、障害を理由に障害のある人が享受する法的能力に制限を加えることは許されないことを意味する。
66. 特に、精神障害のある人と知的障害のある人については、法定代理人（guardians）が国内において法的行為を行う。障害のある人が、その法的行為と結果を、行為を行なっているまさにその間に、主観的にも客観的にも判断することが難しいと認められる場合があるためである。障害のある人には、不注意による行動が見られ、それが自身や親族、あるいは第三者に予期せぬ危害をもたらす可能性がある。そのような場合、後見制度は、望ましくない結果を防止し、特に精神障害のある人と知的障害のある人に対して、法律上の平等な権利を保証する。

事前質問事項の9(b)項への回答
（訳注　事前質問事項9(b)は、後見制度その他の代理意思決定制度の、支援付き意思決定制度への置き換えについて）
67. 後見制度やその他の代理意思決定制度を、支援付き意思決定制度に置き換えることが現在検討されている。

事前質問事項の9(c)に対する回答
（訳注　事前質問事項9(c)は、障害のある人の、財産管理、金融サービス、銀行手続きなどへの平等なアクセスの保証について）
68. 北朝鮮では、障害の有無にかかわらず、すべての国民が公的・私的分野において平等な権利を享受することが保証されている。社会主義憲法が規定するように、北朝鮮は、すべての国民の真の民主的権利と自由、物質的・文化的ウエルビーイングを実質的に（effectively）保障する。したがって、障害のある女性を含む障害のある人に対する差別は決して許されず、財産の所有・相続、他者と同等の銀行サービスへのアクセスにおいて差別は存在しない。

司法手続の利用の機会（第13条）
事前質問事項の10 (a)に対する回答
（訳注　事前質問事項10(a)は、全ての障害のある人の完全かつ実効的な司法へのアクセスを保障するための、法律及び慣行の整備について）
69. 北朝鮮では、障害のある女性を含むすべての障害のある人が、法的手続きのあらゆる段階で他の人々と同等に扱われることが認められている。言語障害や聴覚障害のある人が民事訴訟を提起する場合、または刑事訴訟で証人として関与する場合、手話言語通訳者が通訳する。
70. 北朝鮮は、社会主義憲法や各分野の法律に基づき、北朝鮮のあらゆる分野や社会生活での男女の平等な権利を規定しており、性別や年齢にかかわらず、公平の原則に基づき法律の前に平等に認められ、いかなる差別もなく法律によって保護される権利を、すべての市民に付与している。すべての法律及び規制は、女性及び障害のある人に対する特別保護に関する規定と、無差別を基礎とする男性のみに適用される規定を除き、すべての市民に平等に適用される。
71. 法律の詳細な条文は、既に提出した報告書に記載されている。

事前質問事項の10(b)に対する回答
（訳注　事前質問事項10(b)は、司法分野での、障害のある人の雇用促進について）
72. 北朝鮮では、司法部門をはじめとする各部門で、障害のある人を差別なく雇用しており、障害のある従業員は障害のない従業員と平等な権利を持っている。
73. 2023年4月現在、全国の各裁判所で、裁判官、仲裁人（arbitrator）、法廷速記者（court reporter）など、さまざまな職務を、12名のいろいろな種類の障害のある人が担っている。

事前質問事項の10(c)に対する回答
（訳注　事前質問事項10(c)は、法執行官の研修カリキュラムを見直し、条約の規定と基準を組み込むこと、そのプロセスに障害のある人を関与させることについて）
74. 北朝鮮では、裁判官や検察官などの法執行官を対象に、国連障害者権利条約（UNCRPD）の障害関連条項や基準を紹介する6ヶ月と1ヶ月の研修コースが実施されている。

事前質問事項の10(d)に対する回答
（訳注　事前質問事項10(d)は、差別、虐待、権利侵害に関する苦情を申し立てるための複数のメカニズムを提供し、司法へのアクセスのバリアをなくすことについて）
75. 北朝鮮では、苦情申立及び請願の権利は、社会主義憲法で規定されている市民の政治的権利の一つであり、この権利は、苦情申立及び請願法（Law of Complaints and Petition）で詳細に規定されている。
76.苦情及び請願は、大衆の声であり、大衆の心情を反映したものであるため、苦情請願法（Law of Complaints and Petition）は、苦情や請願の原則的、科学的、客観的、公正かつ公平な調査及び管理を保証することをその基本原則として規定している。

身体の自由及び安全（第14条）
[bookmark: _Hlk161070863]事前質問事項の11(a)に対する回答
（訳注　事前質問事項11(a)は、障害を理由に自由の剥奪を認める法律の見直し、その廃止に向けた措置について）
77. 北朝鮮の社会主義憲法が定める通り、障害のある市民も含めた全ての市民は、北朝鮮のあらゆる分野と社会生活で平等な権利を持つ。障害者権利保護促進法（LPPRPD）第4条は、北朝鮮が障害の程度や種類、性別、地位や功績、保護者や介護者の有無などにかかわらず、平等な基盤の上で障害のある人の社会生活への参加を保障することを規定している。したがって、身体障害、知的障害、精神障害を理由とした自由の剥奪を認める法律は存在し得ず、社会主義憲法採択以前にもそのような法律は存在しなかった。

事前質問事項の11(b)に対する回答
（訳注　事前質問事項11(b)は、病院、施設、拘置所など、自由が剥奪される施設での、障害のある人のデータ。違法な拘禁の申し立てが争われた事例について）
78. 北朝鮮では、病院、施設、学校は、障害の有無にかかわらず、市民の自由を剥奪する場所ではなく、またそのような場所になることもない。 
[bookmark: _Hlk220170995]79. 北朝鮮では、精神障害のある人や知的障害のある人は、関連法令に基づき、社会的に危険な行為について刑事責任を免除される。さらに、障害のある人が罪を犯した場合、その処遇の原則は、刑罰の免除または軽減である。

事前質問事項の11(c)に対する回答
（訳注　事前質問事項11(c)は、精神保健施設、刑務所、拘置所などの自由剥奪のある所での、医療従事者、刑務所職員、その他の職員への、障害のある人の権利・尊厳、自由・安全の尊重の研修プログラムについて）
[bookmark: _Hlk220171209]80. これまで、矯正施設における身体障害のある人の更生に関するデータはなく、特に精神障害のある人や知的障害のある人は、刑事事件の対象とはならない。

事前質問事項の11(d)に対する回答
（訳注　事前質問事項11(d)は、施設や遠隔地域に住む障害のある人が、公の集会への参加や友人との交流を許可されていない事例について) 
81. 北朝鮮は、建国当初から、国民が障害のある人を親族のように支援することを義務と認識し、大きな調和のとれた家族のような社会を構築するために着実な努力を続けてきた。
82. 障害者権利保護促進法は第6条で、北朝鮮は、障害のある人を親切に扱い、支援する社会的気風を確立し、祖国と人民に献身した名誉ある障害のある軍人、名誉ある障害のある労働者、名誉ある戦争負傷退役軍人に優遇措置を与えるよう国民を奨励すると規定している。
83. したがって、知的障害や精神障害を含めた障害のある人に対して、親切に接し、よく世話をし、支援するという高貴な美徳に関する報告が数多く存在する。

拷問、残虐な、非人道的若しくは品位を傷つける取扱い若しくは刑罰からの自由（第15条）

事前質問事項の12(a)に対する回答 
（訳注　事前質問事項12(a)は、拘禁中の障害のある人に対する暴力、拷問、非人道的・品位を傷つけるなどの取扱いや処罰を防止する措置について）
[bookmark: _Hlk222423531]84.  北朝鮮では、法の執行の際に科学的正確性、客観性、公正性、慎重性を確保することが、国民の人権を徹底的に保護・促進するための政策と法律の最も重要な要件である。したがって、障害のある人に対する暴力、拷問、残虐、非人道的または品位を傷つける扱いまたは刑罰は一切行われず、これまでそのような事例は報告されていない。
85.人民大衆は国の主人であり、いかなる理由によっても彼らの権利と利益が侵害されることを許さないことが、北朝鮮の一貫した政策である。
86. 例えば、法執行官が違法に人を尋問したり人権を侵害した場合、最長10年間の労働による更生に処されるという厳しい処罰が確実に定められている。

事前質問事項の12(b)項に対する回答
（訳注　事前質問事項12(b)は、管理所（kwanliso）に拘禁されている障害のある人の、数、刑罰、食事体制、医療サービスへのアクセスなどのデータについて）
87. 北朝鮮には、刑罰を執行する機関として「労働教化所」（Rongdong Kyohwaso）と呼ばれる労働矯正施設（labor reformatory）のみが存在する。この施設は、北朝鮮と人民に対して罪を犯して有罪判決を受けた犯罪者を隔離し、労働を通じて更生させるものである。
88. 「管理所（Kwanliso）」とは、北朝鮮のイメージを貶めるために敵対勢力によって一方的に捏造されたものである。

事前質問事項の12 (c)に対する回答
（訳注　事前質問事項12(c)は、管理所に拘禁されている障害のある人、特に障害のある女性及び子どもの解放について）
89. 北朝鮮に「管理所」というものは存在しない。

搾取、暴力及び虐待からの自由（第16条）
事前質問事項の13(a) に対する回答
（訳注　事前質問事項13(a)は、身体的・化学的拘束、心理的暴力、屈辱的扱いなど、搾取、暴力及び虐待の防止について）
90. 北朝鮮は、障害のある人を含むすべての国民の権利、利益、尊厳、人格及び人権を侵害するいかなる慣行も容認せず、これは北朝鮮の不変の政策である。
91. 北朝鮮は、障害のある人に対するあらゆる形態の搾取、侵害及び虐待を厳しく禁止している。万一このような事態が発生した場合、障害のある人の人権を侵害した犯罪者は、刑法及び民法の関連条項に基づき、他の者よりも厳しく処罰される。 
92. しかし、障害のある人の権利を故意に侵害したことが犯罪につながったり、社会の批判を招いたりした事例は記録されていない。

事前質問事項の13(b)に対する回答
（訳注　事前質問事項13(b)は、搾取、暴力、虐待の加害者への制裁の実施、被害者の救済について）
93. 北朝鮮で障害のある人に対する犯罪が行われた場合、犯罪者は、社会に対する再発防止の警告なるよう法廷で厳しく処罰される。被害者の要望に応じて、被害者の身元は厳重に秘密にされ、損害賠償法（Law on Compensation for Damage）に基づき損失が補償される。損害賠償法第41条に従い、他者に傷害を与えた者は、治療費または休業による収入の損失を補償しなければならない。

事前質問事項の13(c)に対する回答
（訳注　事前質問事項13(c)は、障害のある女性と少女の、ジェンダーに基づく暴力からの保護について）
94. 障害のある女性や少女に対する暴力、虐待、搾取は、北朝鮮では社会問題とはなっていない。特に、障害のある女性や少女に対する性的虐待や性的暴力は考えられない。
95. 女性権利保護促進法第39条は、いかなる者も、女性を誘拐、人身売買、強姦、集団強姦する行為を行なってはならないと規定している。また、刑法第319条は、暴力、脅迫、または女性の無力な状況を利用し、強姦した男性は、4年以下の労働による更正に処せられると規定している。
96. しかし、売春や強姦といった女性に対する権利侵害行為を防止するため、北朝鮮は定期的に、女性権利保護促進法と刑法を国民に説明している。加えて、これらの行為の有害性に関する映像資料（video clips）や解説文書を用いて、広範な大衆への教育を実施している。

個人をそのままの状態で保護すること（第17条）
事前質問事項の14(a)に対する回答
（訳注　事前質問事項14(a)は、障害のある人が、同意なしに、強制不妊手術、避妊、中絶などの強制的又は強要された医療処置を受けることからの保護について）
97. 北朝鮮の社会制度は、労働人民がすべての主人であり、すべてが労働人民に奉仕する人間中心の制度であり、人権が尊重され保護される社会主義制度である。
98. 北朝鮮では、知的障害や精神障害を含む障害のある人に対する強制的または強要的な医療行為は考えられない。むしろ、違法な医療行為を防止するため、医療法（Medical Treatment Law）第26条では、医療機関は患者に治療のために予想される処置について説明し、手術が予想される場合には患者の同意が不可欠であると規定している。ただし、患者が昏睡状態にある場合は、介護者の同意が必要であるとしている。
99. しかし、そのような事態が発生した場合、責任者は刑法上、故意に重傷を負わせた者として厳しく処罰される。第310条は、故意に重傷を負わせた者は3年以下の懲役に処せられると規定している。 

事前質問事項の14(b)に対する回答
（訳注　事前質問事項14(b)は、精神科医療施設、刑務所、拘置所などの施設と家庭内での、拘束器具使用、身体的・化学的拘束、強制治療の禁止について）
100. 第17条(a)に対する回答を参照のこと。
101. 北朝鮮の刑法は、個人の自由の不法な制限について規定している。刑法第279条では、公務員が違法に個人を逮捕、拘束、監禁し、身体や住居を捜索し、財産を押収または没収した場合、労働による懲戒に処せられ、上記行為を行い、かつ重大な結果を招いた場合には、5年以下の労働による矯正に処せられると規定されている。同法第316条は、他人の自由を不法に制限した者は労働による懲戒に処せられると規定している。

移動の自由及び国籍についての権利（第18条）
事前質問事項の15(a)に対する回答
（訳注　事前質問事項15(a)は、障害のある子どもの出生時登録と、分類した出生登録データの準備・保持について）
102. 市民の出生と登録手続きに関する事項は、市民登録法に規定されている。同法では、障害のある市民を含むすべての市民は、出生後直ちに登録されるものと規定されている。万一、先天性奇形のある子どもが生まれた場合でも、両親は出生後15日以内に子どもの出生を登録する義務があり、登録機関はすべての市民の出生を登録し、出生証明書を発行する法的義務を負っている。
103. 都市部及び農村部の関連データについては、2019年北朝鮮国勢調査報告書を参照のこと。

事前質問事項の15(b)に対する回答
（訳注　事前質問事項15(b)は、障害のある人の移動に対する国内の全ての制限の廃止について）
104. 北朝鮮では、障害の有無にかかわらず、すべての市民が、社会主義憲法や出入国管理法などの関連分野法によって、旅行および移動の自由を保障されている。いわゆる「障害のある人の移動制限」は存在しない。

事前質問事項の15(c)に対する回答
（訳注　事前質問事項15(c)は、居住地域やケアセンターから障害のある人を退去、移送することの防止。平壌首都圏に居住する障害のある人に対する特別な条件の撤廃について）
105. 北朝鮮では、障害のある人の安全と福祉を損なう形で、居住地域（population centre）やケアセンターから障害のある人を国外退去または移転させたり、障害のある人に対する特別な条件を廃止したりしたことは一度もなく、そのような事例は報告されたことがない。
106. 平壌市での障害のある人の居住に関する特別な規定は存在しない。北朝鮮では、障害の有無にかかわらず、全ての市民が居住及び移動の自由を定めた社会主義憲法第75条に基づき、希望する場所に居住する権利を持っている。さらに、障害者権利保護促進法（LPPRPD）第55条は、障害のある人が希望する医療・生活環境に適した地域への居住及び移動の自由を保障している。したがって、障害のある人は、その利便性を考慮したより容易で便利な形で居住及び移動の自由を享受している。

自立生活と地域社会へのインクルージョン（第19条）
事前質問事項の6(a)に対する回答
（訳注　事前質問事項16(a)は、障害のある人の自立生活、地域社会への包摂の権利を促進するための規制の実施状況。どこで誰と生活するかの選択を妨げる規制の廃止に向けた取り組みについて）
107. 北朝鮮には、障害のある人を含めた市民の意思にかかわらず、その自由を制限する特別な施設や制度は存在しない。
108. したがって、障害のある市民が居住地を自由に選択し、社会生活に実効的に参加しながら自立した生活を営むことを保証する法的規定のみが存在する。
109. 障害者権利保護促進法（LPPRPD）第49条は、公衆衛生、人口管理、社会保障その他の関連機関は、障害のある人が社会的保護とケアのもとで幸福な生活を送れるよう、障害のある人の人格権、財産権及び自立活動権を完全に保障しなければならないと規定している。同法第55条は、障害のある人が希望する医療・生活環境に適した地域への居住及び移動の自由を持つことを規定している。公衆衛生、人口管理、社会保障その他の関係機関は、障害のある人の希望する場所への居住及び移動のための有利な条件を提供しなければならない。

事前質問事項の16(b)に対する回答
（訳注　事前質問事項16(b)は、施設居住者の数の、機能障害の種類、性別、年齢別に分類されたデータについて）
110. 北朝鮮には、この質問が意味する特別な制度的な施設は存在しない。
111. 第19条(a)項への回答を参照のこと。

事前質問事項の16(c)に対する回答
（訳注　事前質問事項16(c)は、脱施設化プログラムと戦略、孤児院やグループホームなどの施設の設立を促進する法律の改正の情報について）
112. 北朝鮮には、孤児院、及びこの質問が意味するその他の施設は存在しない。

事前質問事項の16(d)に対する回答
（訳注　事前質問事項16(d)は、障害のある人の権利保護・促進に関する国家戦略計画の実施結果に関する情報。特に、一般向けのサービス・施設が、障害のある人にも平等に利用可能かについて）
113. 北朝鮮では、関連する法的規定及び国家政策に基づき、障害の有無にかかわらず、全国民に対して、農村部や遠隔地域を含む全国的に、平等に、すべての社会サービス及び公共サービス施設が提供されている。とくに、医療・福祉サービスに関して、政府は、障害のある人に優先的かつ便利な形でサービスを提供するための措置を講じている。
114. 例えば、保健省は、障害のある人の健康保護・増進及び障害の悪化防止を目的として、医療機関や療養所で障害のある人に優先的かつ便利な医療サービスを提供する措置を講じた。保護連盟（KFPD）は、障害のある人が可能な限り早期に社会生活に自立して参加するための、精神的・身体的能力を身につけることに重点を置き、障害のある人の社会的リハビリテーションを推進した。 
115. さらに、公衆給食サービス、福祉サービス、交通サービス、通信サービスは、障害のある人のニーズに合わせた座席や通路の提供など、さまざまなサービスを利用する際の優先的・便宜的な取扱いを行うとともに、障害のある人へのサービス拒否や不便を強いる行為を防止するための教育と監督を強化した。

事前質問事項の16(e)に対する回答
（訳注　事前質問事項16(e)は、障害のある孤児・避難民の子どもの施設入所を終わらせる措置について。）
116. 北朝鮮には、障害のある孤児や避難民の障害のある子どもが自由を奪われるような特別施設は存在しない。
117. 第19条(a)の回答を参照のこと。

事前質問事項の16(f)に対する回答
（訳注　事前質問事項16(e)は、精神障害のある人への、地域に根ざした支援サービスの利用可能性について）
118. 北朝鮮では、障害のある人、特に精神障害のある人は、法律によって差別から保護されている。北朝鮮は、精神障害のある人に対する差別を禁止し、その仕事、生活、健康を適切に保護するため、「精神保健保護法（Law on the Protection of Mental Health）」を採択している。
119. 精神障害のある人のための地域に根ざしたリハビリテーションは、作業場、家族、人民班（people’s unit　訳注　本書パラグラフ62の訳注を参照。）レベルで提供されている。軽度の精神障害のある人の大半は、他者と平等に働くよう支援されている（empowered）一方、重度の精神障害のある人は、家族、人民班、地域の行政窓口（community offices）、精神リハビリテーション施設によってケアされている。

個人の移動を容易にすること（第20条） 
[bookmark: _Hlk161071218]事前質問事項の17(a)に対する回答
（訳注　事前質問事項17(a)は、農村部や遠隔地域での、移動補助具、情報通信技術など、障害のある人の移動能力支援について）
120. 北朝鮮では、農村部や遠隔地域を含む全国に登録されている障害のある人は、希望に応じて義肢や車椅子、松葉杖などの移動補助具を無料で提供され、オートバイ、電動車椅子、三輪車が低価格で提供されている。
121.補助器具や義肢の提供プロセス・方法については、第28条(b)に対する回答を参照のこと。
122.平壌で2016年5月から試験的に開始された、保護連盟（KFPD）のロゴを掲げたタクシーによる障害のある人向けの輸送サービスは、全国に拡大された。地方や遠隔地域に住んでいる場合を含む障害のある人がこのサービスを予約すれば、定められた区域内で自由に移動することが可能となる。これらのタクシーは、重度の障害のある人や運賃を支払う余裕のない障害のある人には運賃を請求せず、そうではない障害のある人には割引運賃を適用する。
123. 障害のある人の情報通信技術による移動能力向上（mobility）については、第9条(a)の回答を参照のこと。

事前質問事項の17(b)に対する回答
（訳注　事前質問事項17(b)は、優れたサービスの質と人間工学的特性を備えた支援機器を提供するための技術訓練について）
124. 障害のある人のリハビリテーションでの義肢装具や補助器具の重要性を認識し、北朝鮮は、障害のある人にファッション性のある便利な器具を提供するために多くの措置を講じている。
125. 例えば、2020年に妙香山（Myohyangsan　訳注　北朝鮮中央部にある山）医療機器工場が医療機器工場のモデル工場として改装され、その経験を基に、咸興（Hamhung）義肢装具（P&O: prosthesis and orthotics）工場などの医療機器・義肢装具工場全体に改装が拡大された。
126. 保健省（Ministry of Public Health）は、医療機器・器具の需要を満たし、世界水準の最新医療機器を開発・生産するための長期的目標を設定し、展望（perspective）計画を策定している。この計画には、最新支援技術を用いた義肢や装具靴の生産計画、世界先進技術の導入実践計画、遠隔教育・再訓練その他の教育課程への受講技術者拡大計画などが含まれている。

事前質問事項の17(c)に対する回答
（訳注　事前質問事項17(c)は、障害のある人に移動スキルの訓練をできる専門家の養成・訓練のための措置について）
127. 障害のある人の移動訓練を含むリハビリテーション専門職を養成するため、北朝鮮は保健省、教育省と協力し、医学大学でのリハビリテーション医学の教育カリキュラムと方法論を改善することにより、有能なリハビリテーション専門職を養成するための措置を講じている。
128. 保健省は、特別病院、研究機関、身体リハビリテーションセンターでの科学的なリハビリテーション手法を確立するため、また、障害のある人が容易に利用できる最新の義肢・補助器具を開発するために、さらなる研究を進めている。

表現及び意見の自由並びに情報の利用の機会（第21条）
[bookmark: _Hlk161071239]事前質問事項の18(a)に対する回答
（訳注　事前質問事項18(a)は、障害のある人と障害者権利活動家の表現の自由を促進・保護する法律・政策について）
129. 北朝鮮では、障害の有無にかかわらず、すべての市民が社会主義憲法で規定された基本権に基づき、言論及び出版の自由を保障されている。出版法第6条は、市民が自由に執筆・創作活動を行えること、国家が広範な大衆の執筆・創作活動への積極的参加を促進し、著作権保護制度を完備して大衆の権利と利益を保障することを規定している。障害者権利保護促進法（LPPRPD）第14条は、障害のある人が、国家と社会の発展を促進するだけでなく、自らの社会的地位と役割を高めることにも貢献する意見を、言論や執筆、出版物や芸術作品を通じて公表する権利を持つことを規定している。
130. 上記の法律に基づき、障害のある人や障害者権利活動家（disability rights activists）を含めて、すべての国民は、さまざまな出版物、プレゼンテーション、ラジオ、テレビなどを通じて、自由に意見や見解を公表している。
131. 障害のある人の代表的な出版物の例としては、保護連盟（KFPD）の季刊ニュースレターと年次報告書が挙げられる。また、障害のある人専用のホームページ「Huimang 希望」を通じて、すべての障害のある人が自由に意見や見解を表明することができる。

事前質問事項の18(b)に対する回答
（訳注　事前質問事項18(b)は、手話、点字、分かりやすい版など、情報通信技術その他のサービスのアクセシビリティ向上の措置について）
132. 障害者権利保護促進法（LPPRPD）第58条は、報道機関や関連組織が、統一的な方法で手話言語を研究・開発し、点字小冊子を定期的に発行するとともに、さまざまな種類のビデオに字幕や手話言語を導入し、障害のある人がいろいろ異なった形式の情報に十分アクセスできるようにすることを規定している。
133. これらの規定に基づき、点字冊子が定期的に発行され、視覚障害のある人に配布されているほか、聴覚障害のある人のために科学教育映画芸術映画など、さまざまな種類の映像番組に字幕や手話言語が導入され、ケーブルネットワーク、モバイルネットワーク、そしてテレビチャンネルの一種である「Manbang 萬方　訳注　北朝鮮のIP放送サービス。あらゆる方面の意と思われる。」を通じて放送されている。
134. 障害者権利保護促進法第59条では、中央IT産業指導機関（central IT industry leading organ）やその他の関連機関は、あらゆる種類の障害のある人がケーブルやモバイルネットワーク、その他のシステムを通じて実効的にアクセスし、最大限に活用できるよう、さまざまな専用情報技術およびアプリケーションを開発すべきであると規定している。
135.この規定に基づき、中央IT産業指導機関、情報技術開発企業、保護連盟（KFPD）は緊密に連携し、障害のある人がデータ通信ネットワーク（ケーブルやモバイルネットワーク）を利用して、さまざまな種類の情報に、より容易にアクセスできるよう措置を講じた。

事前質問事項の18(c)に対する回答
（訳注　事前質問事項18(c)は、朝鮮語文字認識・変換プログラムを視覚障害のある人にアクセシブルにする進捗状況、朝鮮語文字を朝鮮点字に変換するプログラムの実施状況について）
136. 北朝鮮の初回報告提出時に開発中だった「朝鮮語文字を朝鮮点字に変換するプログラム」は、2019年に盲人協会と平壌IT開発会社の共同の努力により、開発と導入が成功裏に完了した。
137. このプログラムは、朝鮮語テキストを点字テキストに自動変換し、点字書籍を印刷するために使われる。視覚障害のある人と視覚障害者向けの点字出版社に無料で配布され、使用されている。特に、視覚障害のある人は、自宅でも個人用点字プリンターを使用して朝鮮語の電子文書を簡単に印刷でき、日常生活でこのプログラムから大きな恩恵を受けている。 
138. 朝鮮語文字を朝鮮語音声に変換するプログラムは改良され、視覚障害のある人の間に広く普及している。本プログラムはコンピュータとスマートフォンで動作可能であり、あらゆる朝鮮語電子文書を朝鮮語音声に変換する機能が特徴で、視覚障害のある人は聴覚によって新たな情報にアクセスできる。

事前質問事項の18(d)に対する回答
（訳注　事前質問事項18(d)は、支援技術の状況に対応した、調達と投資を確保する措置について）
139. ITの急速な発展に伴い、北朝鮮では、障害のある人、特に視覚障害のある人や聴覚障害のある人がさまざまな情報により便利にアクセスできるよう、技術的な対策が講じられている。
140. 第21条(b)及び(c)に対する回答を参照のこと。
141. 障害関連技術は国家投資により計画的に開発され、全ての技術は障害のある人に無償で提供されている。
142. 例えば、コンピュータやスマートフォンに組み込まれる朝鮮手話辞典や音声変換プログラムは、盲人協会、ろう者協会、平壌コンピュータ技術大学が、障害者保護国家委員会（National Committee for the Protection of Persons with Disabilities）の深い関心のもとで協力し、開発した。これらのプログラムは、視覚障害のある人や聴覚障害のある人に無料で配布された。

事前質問事項の18(e)に対する回答
（訳注　事前質問事項18(e)は、生活のあらゆる分野で手話言語が使われるようにする措置について）
143. 北朝鮮では、朝鮮手話が正式な言語として認められている。2016年に朝鮮手話審議臨時委員会が組織されて以来、新たな、歴史的に重要となる用語が手話に翻訳され、審議委員会による審議を経て全国規模で普及が許可されている。これまでに審議委員会は11回開催され、5,000以上の新しい手話語を審議・認可してきた。さらに、朝鮮手話は聴覚障害のある人が法的措置を行うための正式な言語である。
144. 朝鮮手話通訳者協会（SLIAK: Sign Language Interpreter Association of Korea）は、朝鮮手話の普及促進に重要な役割を果たしている。2014年3月の設立以来、同協会は毎年30人以上の手話通訳者を養成し、教育、労働、報道、マスメディアなど社会のさまざまな分野に優秀な通訳者を派遣している。

プライバシーの尊重（第22条）
事前質問事項の19に対する回答
（訳注　事前質問事項19は、障害のある人のプライバシー権を尊重しないことへの制裁や救済措置について）
145. 北朝鮮では、すべての障害のある人、特に障害のある女性や少女の人身の不可侵性が実効的に保証されており、これに違法な干渉や侵害があった場合は、法律により処罰の対象となる。
146. 北朝鮮は、障害のある市民を含むすべての市民のプライバシー、尊厳、名誉を保護するため、民法、刑法、損害賠償法の関連規定に基づき損失を補償する。他人の尊厳や評判を誹謗中傷し、その人格に消えない傷を負わせた場合、時効にかかわらず被害者に賠償する義務を負う。

家庭と家族の尊重（第23条）
事前質問事項の20(a)に対する回答
（訳注　事前質問事項20(a)は、障害のある人の、住居、婚姻、家族、親権や関係に関する権利の享受を妨げる、全ての差別的法律の廃止について）
147. 北朝鮮では、障害の有無にかかわらず、すべての市民の自由、家族及び人格の保護が社会主義憲法で保障されている。社会主義憲法第78条は、婚姻及び家族は国家によって保護され、国家は社会生活の基本単位である家族の強化に大きな注意を払うべきであると規定している。また、第79条は、市民は、身体、住居、通信の秘密の不可侵性が保障され、いかなる市民も、法的令状なしに監視や逮捕の対象となったり、住居を捜索されたりすることはないと規定している。
148. これに加え、障害者権利保護促進法（LPPRPD）、家族法、人口管理法、社会保険・社会保障法（Law on the Social Insurance and Social Security）、児童権利保護促進法、女性権利保護促進法などさまざまな法律には、障害のある人の完全な自由の保障、および住居、婚姻、家族、介護者、後見人、代理人に関する権利について詳細な条項が盛り込まれている。
149. したがって、住居や結婚を含むプライバシーに関する障害のある人の権利を否定する差別的な法律が、北朝鮮に存在することは想定外のことである。

[bookmark: _heading=h.2s8eyo1]事前質問事項の20(b)に対する回答
（訳注　事前質問事項20(b)は、障害のある子どもを持つ親や家族が利用できるサービスの強化について）
150. 北朝鮮には、障害のある人を家族から分離・隔離するための制度的施設は存在せず、むしろ、障害のある子どもに特別なケアを提供し、普遍的な権利を保障する親の役割を強化するための法令のみが存在する。北朝鮮は、これらの法令を施行するために詳細な措置を講じた。
151. 障害者権利保護促進法第50条には、障害のある子どもは出生後、他の人々と同等に国家による法的保護の下で生活する権利を持つと規定されている。
152. さらに、児童権利保護促進法第38条では、家族は子どもの生活での重要な基盤であると規定されている。父母は子どもの成長と発達のための良好な環境を整え、その知的・道徳的教育に細心の注意を払わなければならない。また、第39条では、子どもは父母による養育と教育を受ける権利を持つと規定されている。父母は子どもの模範となり、知識豊富で徳高く健康な国の支柱となる子どもを育成・教育しなければならない。
153.  家族法第27条は、父母は子どもを身体的・道徳的に健全に育成・教育しなければならないと規定し、刑法第258条は、子どもを保護する義務を負う者がその義務の履行を怠り重大な結果を招いた場合、1年未満の懲役による懲戒処分を受けると定めている。
154. これらの規定に基づき、北朝鮮は、学校教育、家庭教育、社会教育を子どもの教育と啓蒙のための三つの要件と定義し、子どもの健康と教育を確保し、優れた家庭環境を提供するために、親の権利、責任、役割を尊重し促進するための多くの措置を講じた。
155. 例えば、「障害児支援」、「家庭と母」、「教育と才能」など、さまざまな出版物、マルチメディア、映画が制作され、広く普及されている一方、子どもの教育における模範的な親たちは、ラジオやテレビを通じて紹介されている。
156. また、優秀な生徒とその成績を記載した通知書を、生徒の保護者が勤務する機関・企業・組織に毎月送付している。これらの機関・企業・組織では、通知書が従業員に公開されており、保護者が子どもの教育に十分な注意を払うよう促す上で非常に役立っている。

事前質問事項の20(c)に対する回答
（訳注　事前質問事項20(c)は、障害のある親が親としての役割を果たすための支援と、子どもを強制的に引き離し施設に収容する行為の阻止について）
157. 北朝鮮には、障害のある人もない人も、家族や社会から分離・隔離するための制度的施設や法的規定は存在しない。したがって、障害のある子どももない子どもも強制的に施設に移送されることは想像できない。
158. 第23条(b)の回答を参照のこと。

教育（第24条）
[bookmark: _Hlk161071463]事前質問事項の21(a)に対する回答
（訳注　事前質問事項21(a)は、合理的配慮の拒否などの差別をなくし、障害のある人に対するインクルーシブ教育を促進する規制、政策、プログラムの採択について）
159. 北朝鮮では、障害のある人を含むすべての国民の教育を受ける権利は、社会主義憲法、教育法、普通教育法、高等教育法、障害者権利保護促進法、児童育成看護法（Law on the Upbringing and Nursing of Children）など、さまざまな具体的な法律に詳細に規定されている。障害のある人は、障害のない仲間と同等の立場で、希望に応じて、さまざまなレベルの学校、学習機関、大学において教育を受ける権利を享受している。
160. 特に、新たに採択された障害者権利保護促進法は、第18条から第26条において、障害のある人の教育に関する完全な権利を保障するための実践的な課題を反映している。これらの条項は、障害のある人の教育に関する原則、初等中等教育、高等教育、職業訓練での障害のある人の権利の保証に関する問題、さらに、ろう学校・盲学校を支援するための物質的・技術的措置と教育用機器や教材の提供、障害児教育のための教育専門職の養成について詳細に規定している。

事前質問事項の21(b)に対する回答
（訳注　事前質問事項21(b)は、インクルーシブでアクセシブルな学校の設立、教員や職員へのインクルーシブ手法の研修、アクセシブルな教材、コミュニケーション手段・方法の提供のため資源配分について）
161. 北朝鮮では、教育専門職の養成、教育機関の設立、教材・教材、コミュニケーション手段・方法の開発は、障害児教育の重要な要件とみなされている。
162. 特に、教育省は、教育大学や再教育機関で、ろう学校、盲学校や障害児クラスで働く、熟練した教師を計画的に養成するための教師養成システムの確立に向けた措置を講じている。保護連盟（KFPD）は、教育省と協力し、点字と手話言語の学習と全国的な普及に努めると同時に、朝鮮ろう者協会および朝鮮手話通訳者協会と緊密に連携して教師向けの手話研修を実施し、質の高い手話言語教育を提供できるようにしている。同時に、障害児教育に活用できるよう、金日成総合大学（Kim Il Sung University）、金策工業総合大学（Kim Chaek University of Technology）の有能な専門家の技術支援を得て、自動手話言語通訳プログラムや機器の開発に取り組んでいる。 

事前質問事項の21(c)に対する回答
（訳注　事前質問事項21(c)は、中等教育の対象となる、障害のある生徒を特定し登録するための措置について）
163. 北朝鮮では、9歳から16歳までの障害のある子どもは全員、義務的中等教育から排除されないよう、学校への就学を確保するために特定され、登録されている。障害者権利保護促進法第19条では、地方の人民当局（local people’s authorities）や教育機関は、例外なく学齢期の障害のある子どもを登録し、関係教育機関と障害のある子どもの親や保護者は、その子どもが学校に通い、一般的な義務教育制度から排除されないことを確保しなければならないと規定されている。
164. 省、市、郡の人民会議の教育部門は、新学年が始まる4月前の2月と3月に、管轄区域内のすべての障害のある子どもを登録し、障害のない同年代の児童・生徒とともに一般の学校に通学させることを保証している。
165. また、重度の障害のある人が教育機関での通常教育へのアクセスが困難な場合には、家庭でカリキュラムを履修する手配がなされる。

事前質問事項の21(d)に対する回答
（訳注　事前質問事項21(d)は、障害のある学齢期の子どもの全教育段階の修了率、教育を受ける機会を奪われている障害のある子どもの割合のデータについて）
166. 保護連盟と中央統計局は、2023年から2024年にかけて障害のある人についての共同調査を実施し、学齢期の障害のある子どもの全教育段階に関する統計データを収集する計画について協議している。

事前質問事項の21(e)に対する回答
（訳注　事前質問事項21(e)は、分離教育からインクルーシブ教育への移行、障害のある子どもの9年制カリキュラムを、12年制義務教育カリキュラムに合わせる措置について）
167. 北朝鮮では、幼稚園と学校レベルで、全ての障害のある子どもに対する12年間の義務教育の完全な権利を保障するための関連措置が講じられている。障害者権利保護促進法第18条では、医療機関その他の機関は、就学前年齢の障害のある子どもを幼稚園または専門リハビリテーション施設で育成・教育し、学校生活に適応させるよう規定している。同条はまた、地方人民会議が管轄区域内の障害のある子どもを例外なく登録し、幼稚園での育成・教育措置を講じること、そして全国各地の幼稚園に障害児クラスを設置することができると定めている。
168. この法律に基づき、教育省は学齢期の障害児教育に関する全国的な状況を分析し、改訂された教育プログラムと得られた経験に基づき、幼稚園における障害のある子どものためのクラスを組織し、学校レベルでそれを増やすための措置を講じている。

事前質問事項の21(f)に対する回答
（訳注　事前質問事項21(f)は、大学に入学した障害のある人の数について）
169. 保護連盟と中央統計局は、障害のある人の生活状況、雇用状況、学校教育レベルに関する統計データを収集するために、2023年から2024年にかけて障害のある人についての共同調査を実施することを協議し、計画を立てている。

事前質問事項の21(g) に対する回答
（訳注　事前質問事項21(g)は障害のある人が高等教育にアクセスできるよう奨励し、大学やカレッジのアクセシビリティを改善して障害のある学生が質の高い高等教育を受けられるようにする措置について）
170. 北朝鮮では、障害のある人を含めた全市民が、自らの希望と適性に応じて大学・高等専門学校などの高等教育機関に入学し、学習の権利を享受している。 
171. 障害者権利保護促進法第21条は、障害のある人が希望と能力に応じて職業訓練を受けられることを規定し、第22条は、障害のある人が希望する場合、大学その他の高等教育機関（通信教育機関を含む）への進学を奨励すると規定している。また、教育機関その他の関係機関は、障害を理由に、高等教育機関への推薦や入学を妨げたり、学業を中止させたりしてはならないとしている。
172. 障害のある少女を含むさまざまな障害のある人は、大学や職業訓練校への入学、その他整備された在職者の大学教育制度を通じて高等教育制度を享受している。
173. 特に、教育省は、遠隔教育システムと遠隔教育の質を向上させることにより、居住地に関係なく、障害のある人が自宅で高等教育を受けられるよう措置を講じている。

健康（第25条）
事前質問事項の22(a)に対する回答
（訳注　事前質問事項22(a)は、質の高い医療施設への物理的・デジタルアクセシビリティ、合理的配慮の提供、障害のある人へのサービス提供の措置について）
174. 2023年3月14日、北朝鮮は、公衆衛生法及び医療サービス法を改正し、詳細規定の一部を修正した。これは、障害の有無にかかわらず全ての国民が、公衆衛生に関する国家の人民本位政策の適切な実施の恩恵を受けられるようにすること、全ての医療機関に医療サービスに良好な環境と十分な条件を提供されるようにすること、関連企業が計画的に医療消耗品及び医療機器を生産・供給することを目的としている。
175. これらの規定に基づき、北朝鮮はまず、障害のある人の身体リハビリテーションと患者の医療ケアのための良好な環境を整えるため、治療・予防機関の近代化を強化した。特に、江原道（Kangwon Provincial）総合病院と慈江道（Jagang Province）全川郡（Jonchon County）病院は、地方レベルの治療・予防施設の近代化のモデル基準となるよう改修され、全国規模で道・市・郡レベルの病院の近代化に向けた技術的準備作業が実施された。
176. 農村地域の住民（障害のある人もない人も）のために、すべての里（ri）に薬局が新設され、医薬品の供給を安定させるための強力かつ実践的な措置が取られた。 
177. これに伴い、農村地域を含む全国のすべての薬局が24時間営業を開始し、すべての農民がいつでも近くの薬局で医薬品を購入できるようになった。

事前質問事項の22(b)に対する回答
（訳注　事前質問事項22(b)は、障害のある人に対する、母体妊産婦保健、家族計画、避妊を含む性と生殖の保健医療へのアクセスの措置について）
178. 2017年、保健省（MoPH: Ministry of Public Health）は「女性の健康ケアガイドライン」および「妊婦・育児中の母親の健康ケアガイドライン」を更新した。その内容は障害の有無にかかわらずすべての女性を対象としたもので、これらのガイドラインを家庭医の現職研修カリキュラムに追加した。また、思春期医療に関する情報を追加し、新たに編集した家庭医の現職研修計画を公表・配布し、障害の有無にかかわらず、すべての少女および女性の医療の改善に貢献した。さらに、家庭医の遠隔研修システムを開発し、災害や公衆衛生上の危機に応じて、特に妊婦や育児中の母親の医療に関する情報をカリキュラムに追加し、家庭医のサービススキルを向上させるよう体系化した。
179. 障害のある女性が妊娠した場合、特別に保護される対象と定義され、関係する終末期治療・予防機関は、市・郡レベルの病院の産婦人科と緊密に連携しながら定期的な健康診断を実施し、安産を確実に保証する。市・郡レベルの病院の産婦人科は、妊娠継続の可能性を科学的に評価するための総合検査を実施し、その評価の結果、安産が不可能と判断された場合、市・郡レベルの病院の産婦人科は、本人の主観的な要望と評価結果に基づき、妊娠中絶措置を講じる。

事前質問事項の22(c)に対する回答
（訳注　事前質問事項22(c)は、検査、ワクチン、情報へのアクセスなどのCOVID-19関連サービスへの、障害のある人の優先措置について）
180. 北朝鮮は、悪性感染症であるCOVID-19が世界的に急速に拡大することを予測し、2020年1月8日に国境を封鎖、1月24日に国家緊急防疫体制を開始した。その後、疑わしい物、入国者、接触者を徹底的かつ厳格に検出し、30日間隔離した。
181. その後、防疫対策ガイドライン、COVID-19感染予防・対策ガイドライン、消毒・隔離・マスク着用・手洗いマニュアルなどの各種予防ガイドライン、COVID-19感染後遺症の診断・治療ガイドライン、感染症緊急予防法施行細則など、さまざまなガイドライン・参考資料・規則・規制が採択された。同時に、テレビ、新聞、ラジオ、イントラネットなどのマスメディアを通じて、上記のガイドラインや規制が公表され、障害の有無にかかわらず、すべての市民の健康が保護・促進された。
182. さらに、全国的な COVID-19 感染検査とワクチン接種は、すべての洞（dong）および人民班（people’s neighbourhood unit）（訳注　洞、人民班については、本書パラグラフ62の訳注参照。）を対象として実施され、高齢者や障害のある人には便宜を図るため優先的に対応し、障害のある人の要望に応じて、自宅での検査とワクチン接種も実施した。

事前質問事項の22(d)に対する回答
（訳注　事前質問事項22(d)は、アクセシビリティ確保のための、インクルーシブな医療サービス、合理的配慮、医療施設の点検・改修の十分な資源配分措置について）
183. 2022年第3四半期、保健省は障害のある人をはじめとする全人口の健康増進を目的として、全国の公衆衛生施設の実態把握のための施設調査を実施するとともに、江原道総合病院と慈江道全川郡病院をモデルとする国内の全治療・予防機関近代化のための長期プロジェクトを策定し、多大な努力を払ってきた。
184. 2025年までに、里レベル病院を含む全ての治療・予防機関の近代化に向けた技術的指定の順序付けが完了し、一部の中央レベル病院や専門病院が改修される予定である。
185. 国家は、全国すべての里レベルの人民病院に高圧蒸気滅菌器など4種類の医療機器を供給し、すべての道・市・郡レベルの人民病院に4種類の診断機器を供給するとともに、末端の治療・予防機関がイントラネットにアクセスするための必要な物質的・技術的基盤を整えるという壮大な目標を掲げ、実施段階に入った。2022年には、数百台の救急用機器・装置（3種類）が道・市・郡レベルの人民病院に供給された。

事前質問事項の22(e)に対する回答
（訳注　事前質問事項22(e)は、すべての障害のある人が、医薬品を含む無料医療サービスを利用できることを確保する措置について）
186. 北朝鮮では、社会主義憲法により、障害の有無にかかわらず、すべての国民が無料で医療サービスを受ける権利を享受することが規定されている。無料医療サービスの基本的内容には、外来患者を含む患者に対する医療機関による、すべての医薬品提供、診断、検査、治療、手術、病室訪問、病院での治療と食事、療養所での医療サービス、分娩補助、健康診断、健康相談、予防接種その他の予防医療サービスなどの患者向けサービスなどがある。

ハビリテーション、リハビリテーション（第26条）
[bookmark: _Hlk161071658]事前質問事項の23(a)に対する回答
（訳注　事前質問事項23(a)は、利用しやすいハビリテーション・リハビリテーション・社会復帰サービスの整備状況について）
187. 北朝鮮は、障害のある人が十分な身体能力をもって社会活動に参加できるよう、そのハビリテーション、リハビリテーション、社会復帰のためのサービスを極めて重要な事業と位置づけ、その実施に必要な措置を講じている。 
188. 北朝鮮は、車椅子、松葉杖、白杖、義肢などの移動補助具を、農村部や遠隔地域を含む全国に登録された障害のある人に対して無償で提供しているほか、原動機付き自転車、電動車椅子、電動三輪車を低価格で提供している。
189. 補助器具及び義肢の提供プロセス及び方法については、第28条(b)項への回答を参照のこと。
190. 情報通信技術による障害のある人の移動能力向上（mobility）については、第9条(a)の回答を参照のこと。

事前質問事項の23(b)に対する回答
（訳注　事前質問事項23(b)は、地域に根ざしたリハビリテーションサービスの全国提供の措置について）
191. 障害のある人の権利を確保する上で、地域社会に基づくリハビリテーション（CBR: Community-Based Rehabilitation）サービスの重要性を認識し、北朝鮮は、CBRサービスが全国をカバーするための措置を講じている。 
192. 特に、北朝鮮は、障害のある人の認識と意識の向上を図るため、マスメディアを活用している。障害のある人に対する認識の変革を変えるための詳細な措置については、第8条(a)の回答を参照のこと。
193. 北朝鮮は、障害のある人が環境を利用できるようにするための適切な措置を講じており、その詳細は第9条(a)、(b)の回答を参照のこと

労働及び雇用（第27条）
事前質問事項の24(a)に対する回答
（訳注　事前質問事項24(a)は、公的、民間部門での、障害のある人の雇用状況のデータ。特に障害のある女性を対象とした雇用機会拡大の措置について）
194. 北朝鮮では、労働能力のある障害のある人と障害のない人の雇用は、労働管理局による人材の分配という形で行われているため、障害のある女性も、その希望に応じて国家から安定した職が提供されている。
195. 障害のある女性を含む障害のある人は、良好な労働条件と環境を確保できる部署に配属される。軽作業者向け作業場（workshops for light workers）はこうした部署の典型例である。これらの作業場は主に障害のある人とその家族によって運営され、障害のある従業員は健康の改善・維持に必要な範囲で働き、国内のほとんどの市・郡に設置されている。これらの作業場は障害のある人の身体的状況に応じて簡易な設備で設置されるため、生産規模は比較的小規模であり、障害のある人は1日4～5時間の生産的労働に従事する。
196. 2016年の定期統計データによると、障害のある人の58.4％が何らかの労働活動に従事していることが示された。このうち女性は54.7％を占め、労働者、職員、農民はそれぞれ45.7％、28.9％、25.4％であった。

事前質問事項の24(b)に対する回答
（訳注　事前質問事項24(b)は、職場での障害のある従業員への合理的配慮の提供の確保、合理的配慮の拒否に対する罰則と救済措置を保証する措置について）
197. 北朝鮮では、職場における障害のある従業員とない従業員に対する、安全と合理的な配慮の提供を確保証することは、主に社会主義労働法（Socialist Labour Law）と労働安全法（Labour Safety Law）で規定されている。特に、障害者権利保護促進法は、障害のある従業員に対する安全と合理的な配慮の提供について詳細に規定している。
198. 障害者権利保護促進法第33条（労働条件と環境）は、機関、企業、組織は、障害のある人の身体的状況と便宜(convenience)を考慮して、障害のある人にとって有利な労働条件と環境を整えなければならないと規定している。また、障害のある人が働くすべての場所には、障害のある労働者が不便なく安全に働けるよう、労働安全と便宜のための設備が整えられなければならないとしている。とくに、同法第73条6項は、障害のある人に不適切な職務を割り当てたり、不利な労働条件を課したりした場合、責任者は警告、厳重警告、3か月未満の無報酬労働、または矯正労働による処罰を受け、その行為がより重い違反行為と認められた場合は、関連する刑法の規定に基づき責任を問われることを明確に規定している。

事前質問事項の24(c)に対する回答
（訳注　事前質問事項24(c)は、2016-2020年国家経済開発戦略の実施による、障害のある人のインクルージョンの進展、影響効果について）
199. 北朝鮮では、5カ年計画（2016-2020）の期間に、障害のある人の権利の保護と促進において目覚ましい進展が見られた。特に、国家計画委員会（State Planning Commission）、教育省、国家緊急災害委員会（State Emergency Disaster Commission）、労働省、保健省、文化・スポーツ・体育省（Ministry of Sports and Physical Culture）、設計総局（General Bureau of Designing）をはじめとするさまざまな障害者関連委員会、省庁、中央機関、および各レベルの人民会議は、障害者問題を自らの開発計画に直接盛り込み、その計画を実施した。
200. 例えば、この期間、労働省、設計総局、平壌市、平安北道、平安南道、黄海南道、両江道、慈江道の人民会議は、障害のある人が働く地域内の全企業・単位を調査し、緊密な連携を維持しながら、各地域のモデル単位をいくつか設定した。これを基に、モデル設計を行い、近代化と改修を実施した。
201. こうした努力のおかげで、金正淑平壌紡織工場、徳川炭鉱（平安南道）、海州化学工場（黄海南道）の軽労働作業場、ならびに龍川郡（平安北道）（Ryongchon County , North Phyongan Province）、普天郡（両江道）（Pochon Country, Ryanggang Province）、石峴（江界市、慈江道）（Sokhyon, Kanggye City, Jagang Province）の軽労働作業場がバリアフリー環境を備えた近代化を実現した。
202. さらに、教育省は、視覚障害や聴覚障害のある生徒のための教育機関での教育内容と教育方法の改善に重点を置き、第2次12年制義務教育普及計画に、実践技能訓練の割合を高めるようカリキュラムを改訂し、教科書を新たに編集・印刷し、すべての障害のある生徒が社会生活においてその技能を効果的に活用できるようにした。
203. 教育省はまた、中等教育修了後の大学、専門学校、職業訓練校、在職者大学（on-the-job colleges）での高等教育を、性別に関係なく、障害のある人の希望に応じて確実に受けられるよう措置を講じた。その結果、障害のある学生の高等教育レベル全体が向上するとともに、統合教育を導入するための経験と基盤が蓄積され、準備が整えられた。
（訳注　在職者大学（on-the-job colleges）（仮訳）は、在職者が勤務しながら大学レベルの教育を受けられる教育制度。）

事前質問事項の24(d)に対する回答
（訳注　事前質問事項24(d)は、障害のある人が、あらゆる職業に従事する権利を回復し、ハラスメント対策を通じて、安全な労働環境を確保する計画について）
204. 北朝鮮では、あらゆる種類の職場でのハラスメントは法律で厳しく禁止されている。
205. 北朝鮮は、障害のある男女を含むすべての労働者に、安全で近代的かつ便利な労働環境を提供することに関しては、法的要求を明確に規定している。労働保護法は、安全な労働環境の提供、労働安全規則の制定と遵守、労働安全装置の設置、労働保護用品の供給、休息と休暇、労働安全規則違反に対する法的制裁について、広く、詳細に規定している。

事前質問事項の24(e)に対する回答
（訳注　事前質問事項24(e)は、障害のある労働者への補助金提供のために講じた措置について）
206. 社会主義労働法第73条は、労働事故、疾病または負傷により一時的に障害となった労働者に対して、国家社会保険制度に基づき国が補助金を支給し、かつ、障害が6か月を超える場合には、国家社会保障制度に基づき障害年金を支給することを規定している。
207. 国家社会保険制度に基づく補助金は、業務中に、あるいは義肢装具工場の宿泊施設で義足などの義肢の適合調整のために一定期間滞在中に、一時的に障害を負った労働者に支給される。この補助金の支給期間は12か月、その額は固定給の50％である。
208. 国家及び社会保障制度に基づく障害年金は、福祉受給者（welfare recipient）に支給される。これらの福祉受給者には、加齢、疾病、身体障害により労働能力を失った人、扶養手段のない高齢者や子どもが含まれ、全ての福祉受給者は関連規定により定められた補助金を支給される。

相当な生活水準及び社会的な保障（第28条）
[bookmark: _Hlk161071797]事前質問事項の25(a)に対する回答
（訳注　事前質問事項25(a)は、農村部と都市部の、とくに障害のある女性と子どもに配慮した、全ての障害のある人の生活水準向上と社会保護プログラム拡充のための予算その他の措置について）
209. 北朝鮮は、女性や子どもを含めた障害のある人の労働権の完全な保障に重点を置き、その生活水準の向上に多大な努力を払ってきた。まず、障害のある人の労働力の合理的配分を確保するため、労働省と道・市・郡レベルの労働管理機関は、労働力全体の実際の状況調査と年度ごとの合理的な労働配分計画に基づき、労働年齢で労働能力のある障害のある人に職を提供している。具体的には、障害のある女性の健康を考慮し、適切な職業や仕事の種類を選択するために必要な措置を講じ、また、労働計画に関係なく、視覚障害のある人と聴覚障害のある人の雇用を義務付けることに特に力を入れている。
210. その結果、労働省と道・市・郡レベルの労働管理機関では（訳者補足）、障害のある人がさまざまな分野の労働活動に積極的に参加できる、有利な条件を整える上で進展があった。また、障害のある人々が日用品の生産、食品の加工、刺繍、ニット製品の製造、靴、衣服、家具の修理などをできるようにするために家庭内作業チーム、副業チームなどを広く組織した。さらに、障害のある女性を含む女性が運営する露店を多くの場所に設置するための規制を見直し、改正し、障害のある人々の労働権の保護と促進、そして人々の日常生活の利便性の確保に貢献した。
211. さらに、労働省および道・市・郡レベルの労働行政機関は、正当な理由なく割り当てられた障害のある人を拒否したり、障害のある従業員に適切な労働条件や生活条件を整備（provide）しない機関や企業に対して制裁措置を講じた。こうした制裁措置には、上記の企業などへの労働力割当の停止も含まれる。
212. 北朝鮮は、報酬と補助金によって障害のある人の生活水準向上を図る措置を講じた。国内の軽作業場では、1日4～6時間勤務する障害のある従業員に対し、8時間勤務の従業員と同額の賃金を支給するとともに、疾病や身体障害により労働能力を失った人には補助金と障害手当を支給している。第27条(e)項への回答を参照のこと。

事前質問事項の25(b)に対する回答
（訳注　事前質問事項25(b)は、支援機器やパーソナルアシスタンスなどの財政的支援の受けやすさ、貧困削減計画の対象となる受給資格について）
213. 北朝鮮では、障害のある人に対する義肢の提供と修理サービスは全て無償である。社会保険・社会保障法（Law on the Social Insurance and Social Security）第67条（補助器具の生産・供給に関する基本要求）は、補助器具は障害のある人にとって不可欠な補助手段であるとし、関係機関や企業は障害のある人が必要とする補助器具を遅滞なく（in time）生産・供給しなければならないと定めている。補助器具には、義肢などの人工的四肢のほか、車椅子、眼鏡、補聴器など、障害のある人の日常生活に必要なその他の必須器具が含まれる。補助器具を希望する障害のある人は、関係する地方人民会議に書面による申請を提出し、同会議は申請を審査した上で補助器具供給通知書を発行する。この通知に基づき、地方人民会議は在庫の補助器具を障害のある人へ供給する。義肢に関しては、障害のある人は人民会議発行の証明書を添えて、地元の義肢工場または修理店に新規製作または修理を申請する。これらのサービスは全て無料である。

事前質問事項の25(c)に対する回答
（訳注　事前質問事項25(c)は、政府支援の受給資格を得るための障害証明書の取得を容易にする手続きについて）
214. 障害者権利保護促進法第69条は、医療機関は定期的に管轄区域内の障害のある人を障害定義基準（disability definition standard）に基づいて特定し、市（区）または郡レベルの人民会議に登録しなければならないと規定している。
215. これにより、関係地域の末端医療機関（郡レベルの人民病院または診療所）は、定期健康診断の結果に基づいて障害のある人を登録し、障害の程度を評価し、必要に応じて医療検査報告書を作成する。障害のある人またはその代理人が、医療機関が作成した報告書を関係地域の人民会議に提出した場合、障害者認定証が発行される。
216. 定期健康診断、障害者登録、等級判定、医療検査報告書の作成、障害のある人という証明（certificate of identifying persons with disabilities）の発行は全て無料で行われる。

事前質問事項の25(d)項に対する回答
（訳注　事前質問事項25(d)は、全ての障害のある人への、社会的保護上の各種給付について）
217. 北朝鮮では、兵役従事中や社会生活（訳注　労働活動など）の中で障害を負った人、および農村部や都市部居住者を含むすべての障害のある人が、他の人と平等に障害のある人の社会的保護に関する国家政策の恩恵を受けている。障害者権利保護促進法第4条は、障害の程度や種類、性別、地位や功績、親や介護者に関係なく、障害のある人が他の人と同じ権利を享受し、平等に基づいて社会生活に参加することを保障すると規定している。
218. このように、北朝鮮で障害のある人として登録されたすべての市民は、政治、経済、文化など社会生活と家庭生活のあらゆる分野において、市民の基本的権利と障害のある人の優遇措置に関する規定に従い、障害のある人に対する給付と優遇措置を受ける。その規定があるのは、北朝鮮社会主義憲法と各分野の関連法（社会主義労働法、公衆衛生法、高等教育法、一般教育法、社会保険・社会保障法、労働保護法、児童権利保護促進法、女性権利保護促進法など）である。

政治的及び公的活動への参加（第29条）
[bookmark: _Hlk161071853]事前質問事項の26項(a)に対する回答
（訳注　事前質問事項26(a)は、投票所及び投票用具を障害のある人に完全にアクセシブルなものする措置について）
219. 北朝鮮では、障害の有無にかかわらず17歳に達した全ての市民が、最高人民会議を含めて各レベルの人民会議選挙に、いかなる差別もなく平等な立場で選挙権と被選挙権を行使して参加する。各級人民会議代議員選挙法（Law on the Election of Deputies to People’s Assemblies at Different Levels）第6条では、国家がすべての市民に対し、投票権の実効的な行使に必要な適切な条件を提供しなければならないと規定している。選挙の公的管理費用は国家が負担する。同法に基づき、各級選挙委員会は選挙前に投票所を選定・整備し、障害の有無にかかわらずすべての市民の利便性を保証する。
220. 障害のある有権者の便宜を図るためのもう一つの重要な措置は、投票所に来ることができない有権者に対するものである。各級人民会議代議員選挙法第67条では、有権者が重病、高齢、身体障害のために投票所に来ることができない場合、関係選挙管理委員会の委員が投票用紙と封印された投票箱を持って訪問し、便宜を図ることが規定されている。この規定に基づき、障害のある有権者が要請した場合、選挙管理委員会はその人の利便のために、封印された投票箱と投票用紙を携えた委員の一員をその自宅に派遣する。

事前質問事項の26(b)に対する回答
（訳注　事前質問事項26(b)は、公的機関で意思決定職に就いている障害のある人の割合について）
221. 北朝鮮では、障害のある人を含むすべての国民が、社会政治的生活に参加する権利において平等である。障害のある人の社会政治的権利や地位を制限する規定は存在しない。
222. 障害のある人は社会主義憲法、各級人民会議代議員選挙法、障害者権利保護促進法に基づき、選挙権及び被選挙権を完全に行使している。同法第11条には、障害のある人は各級人民会議代議員選挙での選挙権及び被選挙権を持つと規定されている。これに基づき、障害のある人は郡人民議会から最高人民議会に至るあらゆるレベルの国家権力機関の選挙において、投票権と被選挙権を完全に持っており、多くの障害のある人が最高人民議会や各レベルの人民議会の代議員として活動している。
223. 障害者権利保護促進法第13条は、障害のある人が完全な資格を認められる限り、公務を遂行する自由を持つと規定している。同法に基づき、多くの省庁及び中央機関で障害のある人が公務員として勤務しており、さらにその多くが省庁レベル機関の部門長として勤務している。
224. 障害のある女性を含む、責任ある地位にある障害のある従業員の比率に関する詳細情報は、障害者雇用に関する調査を通じて収集される予定である。

文化的な生活、レクリエーション、余暇及びスポーツへの参加（第30条）
事前質問事項の27に対する回答
（訳注　事前質問事項27は、障害のある人が国際障害者スポーツ大会に参加する機会を提供する措置、信頼性のある文化的・娯楽的スポーツプログラムを開発する措置について）
225. 北朝鮮は、2011年10月に非常設の国家パラリンピック委員会を組織し、2013年11月に国際パラリンピック委員会の正会員となった。それ以来、2012年ロンドン・パラリンピック、2014年仁川アジアパラ競技大会、2016年リオ・パラリンピック、2018年平昌冬季パラリンピックなどの国際障害者スポーツ大会に代表団やスポーツチームを派遣し、良好な成果を上げている。これは、障害者スポーツに対する社会的認識を急速に高め、障害のある人にスポーツやレクリエーション活動への積極的な参加を促し、それによって彼らが自信と存在感を十分に発揮し、健康増進を図り、最終的には社会生活に参加することに積極的に貢献した。
226. 北朝鮮は、障害者スポーツの発展のために、国内で定期的に総合的な障害者スポーツ大会やイベントを開催している。2010年には、北朝鮮で初めて、障害のある人とない人が参加する全国卓球トーナメントが開催され、現在では、春と秋の年2回、全国障害者スポーツ大会が開催されている。さらに、2010年の大会は卓球のみ、選手も50人程度だったが、現在では約400人の選手が5種目（卓球、テニス、水泳、射撃、アーチェリー）で競い合っている。 
227. 朝鮮障害者体育協会（KSAD: Korean Sports Association of the Disabled）は、障害者スポーツの急速な発展と障害のある人のスポーツ活動への実効的な参加を確保する上で重要な役割を果たしている。同協会は傘下にさまざまな競技協会と地方支部を擁している。また、障害者スポーツ発展のための政策立案と計画策定に重要な貢献をするため、国家パラリンピック委員会と積極的かつ実効的に協力している。 

III. 特定の義務（第31～33条）
統計及び資料の収集（第31条）
事前質問事項の28に対する回答
（訳注　事前質問事項28は、障害のある人の分類されたデータ収集の措置、ワシントン・グループ短縮質問票セットの使用状況、障害のある人とその代表組織がその過程に関与する方法について）
228. 北朝鮮では、中央統計局（CBS: Central Bureau of Statistics）が全ての統計及びデータ収集を担当している。CBSは統計を収集し、全国（都市部、農村部、遠隔地域を含む）における障害のある人の実態について、国勢調査、標本調査、不定期の部門調査などによってデータを収集している。
229. 障害調査に関しては、中央統計局は保護連盟（KFPD）と協議して調査の対象地区区分（clusters）と調査方法を確定し、保護連盟は、障害に関する標本調査など、専門家による技術的協議が必要な場合に、専門家を対象地域に派遣して中央統計局と協力している。 
230. 2023年には、保護連盟と中央統計局は、ワシントングループが開発した質問項目を導入し、5つの道の20郡で障害サンプル調査を共同で実施する予定である。

国際協力（第32条）
事前質問事項の29に対する回答
（訳注　事前質問事項29は、障害に特化したプロジェクト、協定、プログラムへの国際協力を支援する際に、障害のある人が関与するためのプログラムと戦略について）
231. 障害者権利保護促進法第8条は、障害のある人の権利の保護・促進に関して、国際機関、外国政府機関、非政府組織、在外朝鮮人組織、個人との交流・協力を促進することを規定している。北朝鮮は、障害のある人の権利の保護・促進に関しては、他国、国際機関及び個人との交流・協力強化に注力している。
232. 過去数年間、北朝鮮は、国内の外交使節団や国際機関と、リハビリテーション、教育、雇用、障害のある人の文化的生活などさまざまな分野で協力し、積極的な成果を上げてきた。
233. しかし、最近では、米国による一方的な制裁や国連安全保障理事会による不当な制裁により、国連やその他の国際機関、個人との協力プロジェクトは中止または大幅に縮小され、国際協力に関する戦略の実施に大きなバリアが生じている。

国内における実施と監視（第33条）
事前質問事項の30(a)に対する回答
（訳注　事前質問事項30(a)は、条約実施の仕組みと、その監視の措置について）
234. 北朝鮮における障害者権利条約（CRPD）の実施に関する国内調整は、中央および地方レベルの障害者保護委員会、国際人権協約実施全国委員会（National Committee for the Implementation of International Human Rights Instruments）、各レベルの人民会議、保護連盟とその地方支部が責任を負っている。 
235. 障害者保護中央委員会（Central Committee for the Protection of Persons with Disabilities）は内閣副首相が委員長を務め、教育相、保健相、労働相が副委員長を務めている。また、国家計画委員会、国家緊急災害対策委員会、財政省、公安省、国家建設管理省、都市管理、対外経済関係、軽工業、体育・身体文化、文化、設計総局、中央統計局の各省庁の副責任者、ならびに保護連盟（KFPD）、および盲人協会、ろう者協会、女性障害者協会など、その他の障害者関連団体の長がメンバーとなっている。
236. 道、市、郡の障害のある人の保護のための委員会は、その地域の人民会議委員長が委員長を務め、教育、公衆衛生、社会保障、文化、司法などの部門の長、ならびに道、市、郡レベルの保護連盟委員長、盲人、ろう者、女性障害者協会の代表者が委員を務める。
237. 中央と地方の障害者保護委員会は定期的に会合を開き、障害のある人の権利保護・促進と条約の実施に向けた包括的な措置を講じている。
238. 条約の実施状況の監視に関しては、保護連盟が政府の認可を得て独立監視機関（パリ原則）としての役割を担っている。保護連盟は、道・市・郡レベルの障害者保護委員会や、盲人協会、ろう者協会などのさまざまな協会を通じて、障害のある人の権利享受状況について定期的に調査を行なっている。保護連盟は、障害のある人の中央と地方の保護委員会に対し、障害のある人の意見、実践上の問題、障害のある人の権利保護・促進のための対策案を反映した報告書と包括的な勧告を作成している。

事前質問事項の30(b)に対する回答
（訳注　事前質問事項30(b)は、独立した機関の現状、権限、資源に関する最新情報。障害のある人とその代表組織が国内実施プロセスと監視メカニズムにどのように関与しているかについて）
239. 内閣の統一指揮下にある障害者保護中央委員会は、各委員会、省庁、国家機関、各道（直轄市・特別市 municipal）人民会議及び保護連盟中央委員会を統括し、障害者保護国家政策の全国規模での実施状況を検証し、適切な措置を講じている。 
（訳注　北朝鮮の直轄市、特別市、一般市は英文ではいずれもmunicipalとされているが、ここでは、「道」と同格の第1級行政区画である直轄市、特別市を指すと思われる。パラグラフ240のmunicipalも同。）
240. 道、直轄市・特別市、郡の障害者保護委員会は、管轄区域における障害のある人の保護と促進を担当し、教育、公衆衛生、スポーツ・体育、芸術、労働、統計、バリアフリー環境など、国家障害者政策の実施に関する計画立案、実施、評価、監視を統轄（organize）している。
241. 中央委員会は、KFPD会長、朝鮮盲人協会会長、朝鮮ろう者協会会長、朝鮮女性障害者協会会長を、運営と意思決定に直接参加する委員にしている。また、地方委員会は、障害者団体の代表者を委員とし、障害者保護政策の実施に関する計画、実施、評価、監視に障害のある人が関与することを保証している。
242. 障害者保護中央委員会と地方委員会は、2010年12月以降、定期的に会合を開いている。
			
（翻訳・佐藤久夫、岡本 明）
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